
 

 

訓 練 規 定 



 

 

１．０  訓練の目的 
 

 １．１ 教会における訓練とは、違反者と教会の双方への配慮を、愛と援助の精神をも

って建徳的に表現するものである。訓練の目的は、教会の生活と働きを秩序正しいものと

し、また、教会員の霊的成長を導き、個人や教会会議の欠点や過失、違反を正すものとな

ることである。訓練の執行される対象は、聖書により全キリスト者に求められている信仰

と実践に反する行為、あるいは、教会政治に反する行為である。 

 １．２ 教会における訓練は、過ちや違反の性質に相応したものでなければならない。

個人に対しても教会会議に対しても、訓練の執行は常に、訓練の目的を弁え、慎重に考慮

しなくてはならない。 

 １．３ 訓練にはいくつかの措置があるが、目的はみな同じである。一般には、先ず勧

告を行ない、その後初めてより厳しい措置に進むべきである。 

 ａ） 勧告とは、個人あるいは教会会議が、その誤りを正し、欠陥を矯正し、経験から

学び霊的に成長できるよう、励ましと支えを与えることである。 

 ｂ） 戒告とは、正式の法的措置であり、個人あるいは教会会議の欠点、過失あるいは

違反を認定し、その是正を促す、あるいは命令することである。 

 ｃ） 教会員の資格停止とは、教会員総会における選挙権の一時的停止、および、小会

と執事会を含む指導的立場からの解任である。教職者の資格停止とは、その職務の

遂行の一時的禁止である。教会会議の資格停止とは、会議の持つ執行権限の一時的

剥奪、および、上位諸会議への代議員派遣禁止である。資格停止は、期限付き、ま

たは無期限のどちらでも執行できる。 

 ｄ） 罷免とは、教職者、長老、あるいは執事の按手を取り消し、その職務を解任する

ことである。 

 

 

２．０ 訓練執行の権限 
 ２．１ 各個教会における訓練の責任と権限は、小会に存する。教会のこどもたちの監

督は第一にその両親が行なうものであるが、小会は、両親がこどもたちの霊的形成をよく

導くことができるよう援助を与える責任がある。教会員の行いが当人の霊的成長や教会の

生活、証し、奉仕を損なうような場合には、牧師か長老、あるいはその両者が、当人に勧

告しなければならない。小会による教会員への戒告あるいは資格停止は、重大な違反に限

り、しかも勧告の機会が十分持たれた後に、行なわれるのでなければならない。長老の小

会からの解任あるいは執事の執事会からの解任は、職務の罷免を伴うものであってもよい。 

 ２．２ 教職者と教会に対する訓練の責任と権限は、その属する中会に存する。教職者

の行いが当人の霊的成長や職責の履行、教会の霊性を損なうような場合には、教職委員会

の委員長か委員、あるいはその両者が、当人に勧告するか、あるいは中会の他の代議員に



 

 

勧告を要請するかしなければならない。中会による戒告、資格停止、あるいは罷免は、重

大な違反に限り、しかも勧告の機会が十分持たれた後に、行われるのでなければならない。 

 各個教会の行いが、教会員の霊性、あるいはより包括的な意味における教会の有機的一

体性や働きを損なう場合には、中会伝道委員会、あるいは中会によって任命された特別委

員会または委任委員会の、勧告を受けなければならない。勧告によって望ましい結果を得

ることができなかったならば、中会は次のような措置を取ることができる。すなわち、教

会に戒告し、誤りを正すよう指導する。小会の資格停止を行い、一時的に委任委員会によ

って教会運営を行う。小会を解散させ、新しい長老の選挙を行う。教会を解散させ、教会

員を他の教会に転会させる。 

 ２．３ 大会および総会は下位教会会議に対する訓練の責任と権限は、定期会議録点検

と指導において、あるいは、下位教会会議によってなされた決議に関する上訴への応答に

おいて果たされる。下位教会会議の決議が教会政治の諸規則に反する時、あるいは、教会

の有機的一体性や働き、教会生活を損なうような時は、特別委員会または委任委員会を通

して、戒告、資格停止、誤りの矯正の勧告、あるいは解散をすることができる。 

 

 

３．００ 個々人の訓練 
 

３．１０ 訓練聴聞のない場合 

 ３．１１ 教会員が小会に対し自発的に過ちあるいは違反を認め、しかも誠実に矯正に

努めていることが認められる場合は、その件について記録しなければならない。本人の同

意があるならば、いかなる訓練の措置を取るにせよ、正式の訓練聴聞なしで行わなければ

ならない。 

 ３．１２ 教職者が教職委員会に対し、自発的に過ちあるいは違反を認め、しかも誠実

に矯正に努めていることが認められる場合は、委員会はその事実を中会に報告しなければ

ならない。そのような仕方で問題の十分な解決をはかることができると中会が判断するな

らば、本人の同意を得て、正式の訓練聴聞なしで訓練を執行することができる。過失や違

反が重大な性質のものであるか、あるいは、事実関係からみて明らかにそうであると思わ

れる場合は、中会は訓練聴聞を行わなければならない。 

 ３．１３ 正規の会員が、転出書を持たずに、あるいは名前の削除を求めずに、他のキ

リスト教会や宗教団体に加入した時は、小会は、決議により、その不規則行為を記録し、

その者を名簿から削除しなければならない。その者に対する審理中の告訴あるいは訓練の

執行があるならば、その旨を当該の教会あるいは団体に伝えなければならない。長老ある

いは執事である会員が、キリスト教会以外の宗教団体に加入した場合は、その按手を取り

消し、職務を剥奪しなければならない。 

 ３．１４ 正規の教職者が、転出書を求めずに、他のキリスト教会や宗教団体に加入し



 

 

た時は、中会は、決議により、その不規則行為を記録し、その者を中会名簿から削除しな

ければならない。その者に対する審理中の告訴あるいは訓練の執行があるならば、その旨

を当該の教会あるいは団体に伝えなければならない。教職者が、キリスト教会以外の宗教

団体に加入した場合は、その按手を取り消し、職務を剥奪しなければならない。 

  

３．２００ 聴聞の手続き 

  ３．２０１ 個人に対するいかなる告訴も、告訴する本人の署名付きの文書で提出され

たものでなければ、小会または中会は受理してはならない。 

 ３．２０２ 個人に対するいかなる告訴も、申し立てられている過ちあるいは過失から

２年以上経過した後になされたものは、取りあげてはならない。 

 ３．２０３ 小会または中会が、その保護下にある者の、キリスト者としての人格を傷

つけるような行いに対する告訴を受理した時は、告訴について調査する委員会を設け、被

告人に対する勧告を行わなければならない。教会員の場合、もし告訴が深刻な事態を招く

おそれのある事柄に関わるものであれば、小会は直ちに、あるいは、聴聞の中のある時点

で、その者の、聴聞と上訴の最終決定が出るまでの指導的役割の資格停止を行うことがで

きる。教職者の場合、もし告訴が深刻な事態を招くおそれのある事柄に関わるものであれ

ば、中会は直ちに、あるいは、聴聞の中のある時点で、その者の、聴聞と上訴の最終決定

が出るまでの、牧会の職務遂行の資格停止を行うことができる。いずれの場合も、その資

格停止は有罪を仮定するものではなく、本人と教会の益のためにとられる措置であること

を述べなければならない。 

  ３．２０４ 委員会が告訴に根拠がないと判断した場合は、小会または中会は、その件

を棄却し、被告の無罪宣告を行うことができる。委員会が告訴に根拠があると判断し、本

人も過ちあるいは違反を認めたならば、委員会はそれらの事実を小会または中会に報告し

なければならない。小会または中会が、聴聞を続行しなくとも問題を十分解決できると判

断するならば、被告人の同意を得て、訓練を執行することができる。この場合、被告人が

その場に出席していなければならない。議長は被告人に起立を命じ、告訴文を朗読しなけ

ればならない。その者が告訴されている通り有罪を認めたならば、議長はその発言が記録

に残されるよう命じる。有罪が確定された時点で、全訓練聴聞の手続き（３．２０７ｎ）

に従って、結審しなければならない。 

  ３．２０５ 本人が告訴された罪状を認めていない場合、あるいは小会または中会がそ

の件の事実を確定するために正規の訓練聴聞が必要であると判断する場合は、以下の手続

きで聴聞を執行しなければならない。 

 ａ） 聴聞の開催日時は、その日から１４日以降にしなければならない。議長は、文書

による聴聞の通知を、被告人、原告人、教会会議の全構成員に対して、また被告人、

原告人、および調査委員会がそれぞれ指名した証人全員に対して送付するよう書記

に命じる。次に議長は調査委員会の委員一名を任命し、告訴文、委員会が調査によ



 

 

って得た情報、および、聴聞の開催は被告人が有罪であるとの推定によるものでは

ない旨を記した文書を含む、報告書を準備させる。 

 ｂ） 小会または中会の書記は、訓練聴聞の通知を、消印が開催日の七日以上前の書留

郵便で送付しなければならない。通知には、議長の任命した調査委員会委員が準備

した報告書の写しを添付しなければならない。 

 ｃ） 被告が聴聞に出頭しなかった場合、二回目の通知を同じ方法で同じ人たちに送付

する。新しい日付けは、最初の日付けから十日以内でなければならない。 

 ３．２０６ 訓練聴聞は証拠に基づいて執り行わなければならない。これを執行できる

のは、小会または中会、小会または中会の任命する委任委員会、また、被告人が他の場所

に居住している場合はその地域を管轄する同等の会議である。聴聞の目的は、証言あるい

はその他の事件に関連する証拠を聴取し、被告の無罪もしくは有罪を決し、有罪の者に対

しては適切と思われる訓練を課すことである。聴聞は、被告人および小会または中会が公

開とする事に同意する時のほかは、非公開でなければならない。非公開の聴聞に出席でき

るのは、教会会議の構成員および正式通知を受け取った人のみである。  

 ３．２０７ 被告人が、聴聞のために最初に指定された日時または二度目に指定された

日時に出頭した場合、小会または中会は以下のように審理を執行しなければならない。  

 ａ） 議長は、会議の構成員とその他の出席者全員に、教会における訓練の目的を心に

留めるよう注意を促す。 

 ｂ） 訓練聴聞の通知に添付して配布された報告書を読み上げる。 

 ｃ） 聴聞に原告人が出頭しない場合、小会または中会はそのことをもって聴聞中止の

十分な根拠となるかどうかを検討しなければならない。小会または中会は、被告人

の同意を得て中止することができる。 

 ｄ） 証人の名簿を読み上げる。証人の適格性に関して異議申し立てを行うことができ

るが、適格性の判断は教会会議が行う。 

 ｅ） 被告人が告訴に対して発言する機会が与えられる。 

 ｆ） 告訴を支持する証言およびその他の証拠を聴取する。それが辛辣で報復的な感情

によるものである場合は、聴取に当たって注意を払わねばならない。 

 ｇ） 被告人に有利な証言およびその他の証拠を聴取する。 

 ｈ） 被告人あるいは会議の構成員に、証言およびその他の証拠を提供した者に対する

質問の機会が与えられる。あらゆる質問は議長の許可のもとに行われるが、議場の

要求に従わなければならない。無意味な、あるいは、適切を欠く質問は認められな

い。 

 ｉ） 被告人は、会議の全構成員の発言権あるいは投票権に対して、事件に関して不当

な個人的利害関係を有していることを根拠として、異議申し立てをすることができ

る。構成員が、被告に、あるいは教会会議の構成員でない人に事件に関する意見を

表明した場合、その者の発言権あるいは投票権に対して異議申し立てをすることが



 

 

できる。すべての異議申し立ては、会議が判断する。 

 ｊ） 被告人が最終陳述をする機会が与えられる。 

 ｋ） 小会または中会の構成員は、証拠の評価をするために、討議を行う。小会または

中会の許可がない限りは、各構成員は一度しか発言することができない。 

 ｌ） 被告人の無罪もしくは有罪に関する動議がなされる。各構成員は一度だけ発言を

許される。全審理を通して出席した人のみ投票することができる。 

 ｍ） 被告人の無罪が判明した場合、被告人は起立し、議長が判決を告げる。次に議長

は出席者全員に対し、そのような審理の重大性について訓戒し、事由なき告訴のた

めに個人または教会が受ける被害を指摘しなければならない。議長は、教会の本質

が和解の共同体であることを出席者全員に想起させ、キリスト者の責任として互い

に悔い改めと赦しの愛の精神をもって接するよう促し、聴聞を終了する。 

 ｎ） 被告人の有罪が判明した場合、被告人に課す訓練を決定する動議がなされる。各

構成員は一度だけ発言を許される。全審理を通して出席した人のみ投票することが

できる。 

 ｏ） 訓練の内容が決定したなら、被告人は起立し、議長が被告人に対し、会議が決定

した罪状と訓練を告げる。議長は被告人に、祈りと自省のうちにその決定を受け止

め、過ちあるいは違反を償う努力をするよう促す。そして小会または中会の、和解

がもたらされるようにとの希望と期待を伝える。 

 ｐ） 訓練を課せられた者に、小会または中会の決定に対して発言を行う機会が与えら

れる。その後、議長が、教会の本質が和解の共同体であることを出席者全員に想起

させ、キリスト者の責任として互いに悔い改めの精神と赦しの愛をもって接するよ

う促し、聴聞を終了する。 

 ｑ） 書記は聴聞の全記録を取る。各証人に対する質問とその答弁はすべて記録に残さ

れ、読み上げられて証人の承認と署名を得なければならない。聴聞記録は議長と書

記によって署名がなされ、上位教会会議への上訴が行われた時には入手可能でなく

てはならない。被告人、原告人および教会会議の構成員は、費用自己負担で、記録

の写しを入手することができる。 

  ３．２０８ 被告人が、最初の聴聞または二度目の聴聞に出頭しない場合、小会または

中会はそのことをもって有罪の証拠とするか否かを検討しなければならない。有罪

の証拠とみなす場合は、有罪の確定（３．２０８ｋ）以後の全聴聞の手続きにした

がって審理を執行する。被告人の利益と教会の利益を保護するため全聴聞を要する

と会議が判断する場合は、以下のように審理を執行する。 

  ａ） 議長は、会議の構成員とその他の出席者全員に、教会における訓練の目的を心に

留めるよう注意を促す。 

 ｂ） 訓練聴聞の通知に添付して配布された報告書を読み上げる。 

 ｃ） 聴聞に原告人が出頭しなかった場合、小会または中会はそのことをもって聴聞中



 

 

止の十分な根拠となるかどうかを検討しなければならない。 

 ｄ） 証人の名簿を読み上げる。証人の適格性に関して異議申し立てを行うことができ

るが、適格性の判断は教会会議が行う。 

 ｅ） 告訴を支持する証言およびその他の証拠を聴取する。それが辛辣で報復的な感情

によるものである場合は、聴取に当たって注意を払わねばならない。 

 ｆ） 被告人に有利な証言およびその他の証拠を聴取する。 

 ｇ） 被告人あるいは会議の構成員に、証言及びその他の証拠を提供した者に対する質

問の機会が与えられる。あらゆる質問は議長の許可のもとに行われるが、議場の要

求に従わなければならない。無意味な、あるいは、適切を欠く質問は認められない。 

 ｈ） 小会または中会の構成員は、証拠の評価をするために、討議を行う。小会または

中会の許可がない限りは、各構成員は一度しか発言することができない。 

 ｉ） 被告人の無罪もしくは有罪に関する動議がなされる。各構成員は一度だけ発言を

許される。全審理を通して出席した人のみ投票することができる。 

 ｊ） 被告人の無罪が判明した場合、議長が判決を告げる。次に議長は出席者全員に対

し、そのような審理の重大性について訓戒し、事由なき告訴のために個人または教

会が受けるおそれのある被害を指摘しなければならない。議長は、教会の本質が和

解の共同体であることを出席者全員に想起させ、キリスト者の責任として互いに悔

い改めの精神と赦しの愛をもって接するよう促し、聴聞を終了する。 

 ｋ） 被告人の有罪が判明した場合、被告に課される訓練を決定する動議がなされる。

小会または中会の構成員は一度だけ発言を許される。全審理を通して出席した人の

み投票することができる。 

 ｌ） 議長は、教会の本質が和解の共同体であることを出席者全員に想起させ、キリス

ト者の責任として互いに悔い改めの精神と赦しの愛をもって接するよう促し、聴聞

を終了する。 

 ｍ） 書記は聴聞の全記録を取る。証人に対する質問とその答弁はすべて記録に残され、

読み上げられて証人の承認と署名を得なければならない。聴聞記録は議長と書記に

よって署名がなされ、上位教会会議への上訴が行われた時には入手可能でなくては

ならない。被告人、原告人および教会会議の構成員は、費用自己負担で、記録の写

しを入手することができる。 

 ｎ） 聴聞終了後、書記は聴聞の結果を被告人に通知する。有罪の場合は、証拠によっ

て証明された罪状と課される訓練の内容を通知しなければならない。また、被告人

に対し、祈りと自省のうちにその決定を受け止め、過ちあるいは違反を償う努力を

するよう促すと共に、小会または中会の、和解がもたらされるようにとの希望と期

待を伝える。 

 ３．２０９ 訓練聴聞の執行後に、先に下された決定を変更する可能性のある新しい証

拠が発見された場合、訓練を課されている人は、小会または中会に再度の聴聞を求めるこ



 

 

とができる。 

 ３．２１０ 上訴によって新しい証拠が提出された場合、上訴を受けた教会会議はその

件を小会または中会に差し戻し、再度の聴聞を行わせることができる。あるいは、被告人

と小会または中会の同意を得て、提出された上訴の検討を進めることができる。 

 ３．２１１ 資格停止または罷免の解除は、その訓練が課されたのと同一の教会会議に

おいて同一の手続きでなされなければならない。その人が過ちあるいは違反を悔い改め、

問題の矯正に向かっているという十分で信頼できる証言あるいは他の証拠が提出されなけ

ればならない。小会または中会は、証拠に基づき、資格停止あるいは罷免を解除すること

ができる。 

 ３．２１２ 訓練を課されている人が、訓練を課している教会会議の区域外に転居した

場合は、もしそれが適当と思われ、且つ、その人および転居先を管轄する同位の教会会議

の承諾を得たならば、訓練聴聞の記録の写しをその教会会議に送付することができる。こ

の場合、その教会会議が聴聞を行ったものとみなして、訓練を引き継ぐことができる。 

 

３．３０ 長老および執事に対する特別な手続き 

 ３．３１ いかなる長老あるいは執事も、その職のゆえに、調査あるいは訓練を免除さ

れてはならない。また、その職の重要性のゆえに、些小の告訴に基づいて調査を受けたり、

あるいは薄弱な根拠に基づいた訓練を課されることがあってはならない。 

 ３．３２ 長老あるいは執事が、教会に多大の損害をもたらし、その人の職責遂行を危

うくするような過ちあるいは違反によって有罪とされた場合、情状を問わず、資格停止あ

るいは罷免を課さなければならない。しかし、小会はいやしと和解への希望をその人に伝

えなければならない。 

 ３．３３ 長老あるいは執事が資格停止あるいは罷免を執行された場合、小会は、和解

と回復がもたらされることを目指して、その人への牧会的配慮を続けなければならない。 

 ３．３４ 長老あるいは執事が資格停止あるいは罷免を執行された場合、または、資格

停止あるいは罷免が解除された場合、その決定を教会員に告知しなければならない。 

 ３．３５ 罷免されていた長老あるいは執事が、訓練を解除された場合、按手と職務は

回復する。しかし、教会で仕えるには再び選挙で選ばれなければならない。 

 

３．４００ 教職者に対する特別な手続き 

 ３．４０１ いかなる教職者も、その職のゆえに、調査あるいは訓練を免除されてはな

らない。また、その職の重要性のゆえに、些小の告訴に基づいて調査を受けたり、あるい

は薄弱な根拠に基づいた訓練を課されることがあってはならない。 

 ３．４０２ 教職者が、教会憲法に基づいて中会が認めている何らかの牧会の務めを常

習的に履行しない場合は、中会は、教職委員会を通して不履行の理由を究明し、しかるべ

き対策を講じる義務がある。 



 

 

 ３．４０３ 教職者が、教会に多大の損害をもたらし、かつ、その人の職責遂行を危う

くするような過ちあるいは違反によって有罪とされた場合、情状を問わず、資格停止ある

いは罷免を課さなければならない。しかし、中会はいやしと和解への希望をその人に伝え

なければならない。 

 ３．４０４ 教職者が資格停止あるいは罷免を執行されている間、中会は教職委員会を

通してその人への牧会的配慮を続けなければならない。委員会は、資格停止あるいは罷免

の解除に関するあらゆる勧告を中会に対して行う責任がある。罷免の場合、委員会はその

人と教会の関係の続行について、本人と協議しなければならない。 

 ３．４０５ 教職者が資格停止を課された時は、資格停止の期間中、いかなる教会にお

いても職務を遂行してはならない。その人が牧師として奉仕している教会すべてに、資格

停止が通知されなければならない。いかなる教会も、資格停止を知りながら、停止期間中

にその人に区域内での職務の遂行を許すならば、訓練に服することになる。 

 ３．４０６ 教職者が資格停止を課された時は、中会はその裁量により、区域内のその

人が牧会している教会とその人との関係を解消することができる。 

 ３．４０７ 教職者が罷免された時は、いかなる教会においても職務を遂行してはなら

ない。その人が牧師として奉仕している教会すべてに罷免が通知されなければならない。

また、中会はその牧会関係を解消しなければならない。いかなる教会も、罷免を知りなが

ら、その人に区域内での職務の遂行を許すならば、訓練に服することになる。 

 ３．４０８ 教職者が罷免された時、また、罷免が解除された時、中会は他のすべての

中会の書記にそれを通知しなければならない。この通知は、その人が重大な過ちあるいは

過失により有罪とされたということのみを告げる。復職の通知は、その人が悔い改め、問

題の矯正に向かっているという十分な証拠を中会が受けたということのみを告げる。 

 ３．４０９ 資格停止あるいは罷免を課された教職者の復職は、過ちあるいは違反を悔

い改めていることが十分な期間にわたって示され、また、犯した誤りを正す努力がなされ

た後に、本人からの願いが出されたときにのみ行われる。その人のためになされた証言や

請願は、復職に有利な証拠と見なさなければならない。 

 ３．４１０ 中会による罷免解除の決議は、教職者の按手と職務を回復させる。 

 

 

４．００ 教会会議の訓練 
 

 ４．０１ 総会以外の教会会議によってなされたあらゆる決定は、直上位の教会会議の

点検に服し、定期会議録点検や指導、上訴、あるいは抗議によって、審理をその教会会議

に移すことができる。 

 ４．０２ 上訴や抗議の対象となっている決議をなした教会会議の構成員は、その上訴あ

るいは抗議を扱う上位会議の委員会や委任委員会に加わることができない。また、その人



 

 

が上位会議の構成員である場合も、その上訴あるいは抗議に関連する動議について投票す

ることはできない。 

 

４．１０ 定期会議録点検と指導 

 ４．１１ 中会以上の教会会議はすべて、規定されている期間毎に、直下位の教会会議

の議事手続きを点検しなければならない。教会会議が、点検を受けるためにその記録を直

上位の教会会議に送付しない場合、直ちに、あるいは、特定の日に送付するよう命令する

ことができる。これに従わない場合、訓練の決議の対象となる。 

 ４．１２ 下位教会会議の記録を点検するに当たっては、以下の点を審査することが適

切である。 

 ａ） 議事手続きは正しいか。 

 ｂ） 議事手続きは賢明、公正、かつ教会の徳を高めるものであるか。 

 ｃ） 議事手続きが正しく記録されているか。 

 ｄ） 上位教会会議の指示が遵守されているか。 

 ４．１３ 一般的に、上位会議は記録の承認、あるいは、誤りや規則違反が発見された

場合、それに対する適切と思われる訓練の決議を、会議録に記録しなければならない。点

検中の下位教会会議の記録にも同じことを記入しなければならない。加えて、下位教会会

議に対する何らかの訓練の決議をした場合は、その記録を点検中の教会会議の書記に通達

を送り、誤りあるいは規則違反を挙げ、下位教会会議に課す矯正決議を明示する。個々人

に対してなされた訓練の決議の記録を点検する際は、規則に沿って上訴が提出されるので

なければ、下位会議の決議を変更したり覆すことはできない。 

 ４．１４ 教会会議がその責任を果たさず、そのために誤った教理や不道徳の発生を許

したり、違反者が訓練を受けないまま放置されたり、また他の重大な規則違反を生じ、し

かもそれが正しく記録されていない場合、そのような責務不履行や規則違反が起きている

ことを他の手段で知った上位教会会議は、記録が提出され点検と指導によってその問題が

明らかにされたものとして、その件全体について調査、検討、審議を行い、決定を下さな

ければならない。 

 ４．１５ 教会会議が、下位教会会議の記録、決議、あるいは他の満足のゆく手段によ

って、議事手続きにおける重要な怠慢、誤り、あるいは規則違反を知らされた時は、下位

教会会議を召還し、問題になっている件について何をしたか、あるいは何をしなかったか

の説明を、代表者あるいは文書によって提出させることができる。下位教会会議の決議は、

訓練に関する件を除き、十分な調査の後に、これを全体的あるいは部分的に覆すことがで

きる。あるいは、再考し正しい決議を行うようにとの指示を付して、その件を下位教会会

議に差し戻すことができる。下位教会会議の説明が満足のいくものであり、その問題が深

刻な事態を惹き起こさないことが示された場合は、今後の決議に当たってはより注意深く

行うようにとの警告を付した上で、点検を終了してもよい。 



 

 

 

４．２００ 上訴 

 ４．２０１ 上訴は、下位教会会議で既に決定された件を、直上位の教会会議に転送す

る。上訴には次の三種類がある。 

 ａ） 小会または中会が、その保護下にある人に下した訓練の決議に対する上訴 

 ｂ） 教会会議が、その下位教会会議に関して下した訓練の決議に対する上訴 

 ｃ） 訓練以外のあらゆる決議に対する上訴 

 ４．２０２  上訴をなす正当な根拠は、以下に挙げる通りである。すなわち、下位教会

会議の審理手続きにおけるあらゆる規則違反。当該の件あるいは決定に直接的に関与して

いた人が当然受けるべき特権の否定。重要な証言あるいは情報の聴取拒否。証言あるいは

情報を十分聴取することなく急いで下された決定。当該の件に関する明らかな偏見。決定

における誤りあるいは不公正。教会憲法あるいは教会の他の諸規則に反する決定、あるい

は決議。 

 ４．２０３ 決議に対して上訴しようとする個人あるいは教会会議は、その意図と理由

を文書で通知しなければならない。個人による上訴の場合、通知は上訴の対象となる決議

をした会議の閉会前、あるいは１０日以内に、議長あるいは書記宛に出さなければならな

い。教会会議による上訴の場合は、上訴の対象となる決議がなされた日から６０日以内に、

文書で出さなければならない。  

４．２０４ 上訴は、直上位の教会会議に対してなされなければならない。上訴の聴取

は、その教会会議、またはその目的のために指名された委任委員会が行う。 

 ４．２０５ 小会または中会によってなされた訓練の決議に対する、その保護下にある

個人からの上訴は、有罪が確定した時に課された訓練を、その上訴に対する最終的な判断

がなされるまでの間、停止する。上訴することができるのは、訓練が課された人、その人

の同意のもとに立てられた代理人、あるいは、被告人に課された決議によって直接的・個

人的な損害を被った個人である。 

 ４．２０６ 下位教会会議への訓練の決議に対する上訴は、決議を行った教会会議の構

成員は誰でも行うことができる。但し、その訓練決議がなされたときに出席し投票した者

の３分の１の署名を要する。あるいは、訓練主体である教会会議の決議によって正規の上

訴とすることもできる。上訴は、その上訴に対する最終的な判断がなされるまでの間、訓

練決議を停止する。 

 ４．２０７ 訓練以外のあらゆる決議に対する上訴は、カンバーランド長老教会の会員

は誰でも行うことができるが、その上訴に対する最終的な判断がなされるまでの間、決議

を停止することはできない。但し、下記の件で、且つ、決議がなされたときに出席し投票

した者の３分の１が上訴に署名している時はこの限りではない。 

 ａ） 教職者の按手 

 ｂ） 中会が行う各個教会の合併、分割あるいは解散の決議 



 

 

 ｃ） 大会が行う中会の合併、分割あるいは解散の決議 

 ４．２０８ 上訴を検討する際には、教会会議あるいは教会会議の指名する委任委員会

は、下記の順序を守らなければならない。 

 ａ） 上訴人が正しく上訴を提出しているかどうかを確認する 

 ｂ） 決議の記録を読む 

 ｃ） 当事者双方から事情を聴取する。最初に上訴人、次に被上訴人、最後に上訴人の

順である。 

 ｄ） 点呼を取り、各構成員がその件に関する自分の意見を表明できるようにする。 

 ｅ） 上訴の取り扱いに関する動議を受ける。採決を取る前に、各構成員は一度ずつ発

言を許される。 

 検討の結果、上訴がなされた決議を、全体的にあるいは部分的に、確定することも、あ

るいは取り消すこともできる。不正確あるいは不完全な記録を訂正するために、その件を

下位教会会議に送る決定、あるいは、上訴がなされた決議を再審議するよう下位教会会議

に命じるという決定もできる。 

 ４．２０９ 上訴人が上訴を続行しない場合は、上訴は放棄されたものと見なし、上訴

の対象となっていた決議を最終的決定としなければならない。上訴が、当該の教会会議に

対して、次の定期会議の会期中に提出されない場合は、上訴人が上訴を放棄したと考えな

ければならない。但し、上訴人以外の者の過失によって提出できなかった場合は、この限

りではない。 

 ４．２１０ 上訴人が上訴を進める際に、明らかに非キリスト教的な姿勢を示すならば、

上訴人は訓練決議に服さなければならない。 

 

４．３０ 不同意と抗議 

 ４．３１ 不同意とは、特定の問題に関して多数意見と異なる意見を、少数派の一人ま

たはそれ以上の構成員が、理由を付さないで宣言することである。不同意は、それが節度

ある言葉をもって述べられているならば、不同意を申し立てている者の氏名と共に、教会

会議の記録に残さなければならない。 

 ４．３２ 抗議とは、特定の問題に関して多数意見と異なる意見を、少数派の一人また

はそれ以上の構成員が、理由を付して宣言することである。異議は、それが節度ある言葉

をもって述べられているならば、異議を申し立てている者の氏名と共に、理由を付して教

会会議の記録に組み入れなければならない。  

 ４．３３ 教会会議の構成員が抗議を申し立てた時は、教会会議は抗議の理由に対して

応答してもよい。 

 ４．３４ 上位教会会議は、その会議が点検した記録に記載されている全ての異議を正

式に認知し、それに対する判断を示さなければならない。 

 


